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「第２期宇治市人口ビジョン、宇治市まち・ひと・しごと 

創生総合戦略（初案）」に対する意見募集結果 

 

「第２期宇治市人口ビジョン、宇治市まち・ひと・しごと創生総合戦略（初案）」

への意見募集結果について、下記のとおり報告いたします。 

 

 

１．意見募集期間 

   令和２年１月８日（水曜日）から令和２年２月６日（木曜日）まで 

 

２．意見提出者数  １１人  

提出区分 人数 

①窓口へ持参 ７人 

②郵送 ０人 

③ファクシミリ １人 

④電子メール ３人 

 

３．意見数    ２６件 

 

４．意見等の内容とそれに対する宇治市の考え方 

  別紙のとおり 

 

意見区分 件数 

①宇治市人口ビジョンについて １件 

②宇治市まち・ひと・しごと創生総合戦略について ２５件 

 全般（複数の基本目標に関わるもの） １２件 

 （１）確固たる宇治ブランドの展開 ０件 

 （２）市民の宇治への愛着の醸成と市民によるふるさと宇治の創生 ５件 

 （３）まちの魅力を高める都市基盤の整備 １件 

 （４）持続的に発展する地域経済の活力づくり １件 

  （５）若い世代の就労・結婚・出産・子育ての希望をかなえる環境づくり ３件 

 その他 ３件 
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＜意見等の内容とそれに対する宇治市の考え方＞ 

（１）宇治市人口ビジョンについて 

番号 ご意見の概要 ご意見に対する宇治市の考え方 
修正の

有無 

１ 

「宇治市人口ビジョン」について、本戦略では、出生率を、

２０３０年１.８０、２０４０年以降２.０７としているが、現

在の出生率とはかけ離れた数値であり、「現実的」ではない。し

たがって、図表１８のパターン①を実態に見合った数値として

目標とすべきと考える。人口が減少することについて、「マイ

ナス思考」と考えない発想をとるべきである。 

 人口減少とそれを加速させている東京一極集中という構造的

課題に正面から取り組むため、国では「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」を策定し、国のみではなく地方においても一体的

に取り組み、将来にわたって、「活力ある地域社会」の実現と「東

京への一極集中」の是正を共に目指すとされています。また、出

生率につきまして、現状のまま何もしない場合には、極めて厳し

く困難な未来が待ち受けているが、的確な政策を展開し、官民挙

げて取り組めば、人口減少に歯止めをかけることは可能とされて

います。 

本市におきましても、地域経済の縮小、「まち」の機能の低下な

どの人口減少の想定される影響に対応するため、目指す人口ビジ

ョンを策定し、持続的に発展するまちに向けて、人口減少に歯止

めをかける施策に取り組むこととしています。 

無 

 

 

（２）宇治市まち・ひと・しごと創生総合戦略について 

番号 区分 ご意見の概要 ご意見に対する宇治市の考え方 
修正の

有無 

１ 全般 

第１期の目標設定結果について数値表示がない。  第１期創生総合戦略の事業結果・評価等につきましては、計画

期間が終了していないため、次年度以降にお示しすることになり

ます。平成３０年度までの中間総括及びそれ以前の各年度の事業

評価等については、宇治市ホームページにおいて公表しています。 

無 
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２ 全般 

人口減少が続いている中、５つの基本目標を第１期か

ら変更せずに、施策内容の大半を継続する理由を教えて

ほしい。第２期は達成できる見込みがあるのか。 

 創生総合戦略の目的の達成には、中長期的に継続した取組が必要

であると考えています。国におきましても、「継続を力」にし、より

一層の充実・強化を図る中で、第２期創生総合戦略を策定されてい

ます。本市の５つの基本目標及び施策については、第１期の中間総

括、国及び京都府の総合戦略等を踏まえ、本市の特色を最大限に活

かした要素を盛り込んで策定しています。第２期創生総合戦略にお

いても、人口ビジョンの実現に向けて、取組を検証しながら施策を

推進してまいります。 

無 

３ 全般 

５つの基本目標のロードマップを描き、目標達成後、

市民の生活がどう変わるのか示していただき、その実施

結果については数値で報告していただきたい。 

 ５つの基本目標については、その目的と施策の達成度合いを検

証するために、数値目標や重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し

ています。毎年度、ＰＤＣＡサイクルにより、取組の効果を検証

し、必要に応じた見直しを行うことで、創生総合戦略の実効性を

高めてまいります。また、効果検証の結果については、宇治市ホ

ームページにおいて公表いたします。 

無 

４ 全般 

第１期、第２期を通して費用対効果の結果と今後の見

込みを聞きたい。 

 第１期創生総合戦略の計画期間中であり、また効果を数値で表

すことが難しい事業もありますが、今後、事業評価等をまとめる

際には、分かりやすいものとなるように努めてまいります。 

無 

５ 全般 

２０１９年４月に京都府が２０４０年に向けての「京

都夢実現プラン」を公表している。今回の宇治市の基本

目標と差異がある。特に市民として「環境にやさしく安

心安全」は重要課題と考えている。基本目標から外した

理由を知りたい。 

 京都府が策定された「京都夢実現プラン」は、宇治市第５次総

合計画に該当するものです。同総合計画におきましては、環境を

考慮した「安全・安心なまちづくりの推進」を重点的施策に掲げ

て取組を推進しています。 

無 
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６ 全般 

第２期の戦略でＳＤＧｓを地方創生との「親和性」の

ある目標として掲げることは賛同するが、例えば環境関

係の７や１２などは全く「戦略」の対象となっていない。

これからの産業戦略は「環境」を抜きに考えられないの

で、そうした記載も検討すべきである。 

 平成３１年３月に策定した宇治市産業戦略では、地球環境問題

やエネルギー問題等、事業者が対応すべき課題も増えており、そ

れらに対応した事業内容や経営方針に転換し、競争力を高めてい

く必要があると定めています。ＳＤＧｓを推進するにあたり、世

界共通の目標として経済・社会・環境の３つの側面のバランスが

取れた社会を目指すとされていることからも、これらの側面を踏

まえる旨を記載します。 

有 

７ 全般 

「ＡＩ及びＲＰＡなど先進的なＩＣＴをすべての施策、あ

らゆる分野で積極的に活用を図る」とされている割に施策の

「基本的な方向」「具体的な施策」には、記述がない。ＡＩ及

びＲＰＡなど先進的なＩＣＴが私たちの生活や仕事をどの

ように変えていくのか現時点では、見通せないものの産業施

策などの「基本的な方向」などで触れておくべきではないか。 

ＩＣＴについては、施策実現のための手段であり、ＩＣＴの活

用そのものは施策の目的にはならないと考えています。そのた

め、基本目標の前段にて、「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現に向け

た技術の活用」を定めており、先進的なＩＣＴを用いた施策の推

進を定めていますが、活用する分野等が分かるように修正しま

す。 

有 
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８ 全般 

施策を検証する「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」につい

ては、指標として妥当性に疑問をいだかせるものや基準

値が設定されていないもの、目標値が少なすぎると感じ

られるものが散見される。 

 

（例）指標として妥当性に疑問をいだかせるもの 

計画等の策定、主要バス停乗降客数、妊婦面談率、

＊待機児童数（国定義後）、障害のある児童に対す

る個別の教育指導計画書の策定率 

＊指標とするなら希望どおりの保育所等に入れ

た比率とすべきではないか。 

 

（例）目標値が少な（低）すぎると思われるもの 

１人当たりの平均観光消費額、お茶と宇治のまち

歴史公園ミュージアムの来館者数、生涯学習人材

バンクの利用率、市内従業者数、子育てしやすい

環境や支援への満足度、２０歳代後半から３０歳

代前半の就業率、出産しやすい環境や支援への満

足度、将来の夢がある子どもの割合、＊中学校入

学に対する不安割合、児童生徒が地域活動に参加

した割合 

＊この指標はもっと数値を下げるべき 

 具体的な施策に係る重要業績評価指標（ＫＰＩ）の目標値につ

きましては、施策の進捗状況や効果を検証する際に、可能な限り、

成果指標（アウトカム指標）を定めることとしていますが、成果

指標を定めることが困難な施策もあり、様々な角度から達成の度

合いを計れるように、施策の活動量（アウトプット）や施策の到

達点などを組み合わせて定めています。また、具体的な施策によ

っては、第１期創生総合戦略に定めるＫＰＩと比較検証できるよ

うにするため、同じＫＰＩを定めている場合もあります。 

 目標値の水準につきましては、本市の現状を踏まえて設定して

おり、減少傾向のＫＰＩは、現状維持または現状を考慮した増加

幅としています。 

 これらのＫＰＩにつきましては、ＰＤＣＡサイクルにより、施

策の取組の効果を毎年度検証し、国の動向や社会経済情勢の変化

などに応じて見直すこととしており、創生総合戦略の実効性を高

めていきたいと考えています。 

無 
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９ 全般 

資料には宇治市の人口増減の分析が示され、次に人口

流出を減らす、もしくは人口を増やす目標が挙げられて

いる。宇治市在住者の一人としては、この初案からだと

宇治に定住したいとは思わない。他の市に移り住んでも

良いのでは、と考えさせられるほど、定住者に対して何

かをするということがない。あるのは観光者に宇治ブラ

ンドを植え付け、定住を促すや、愛着醸成として宇治文

化（これも観光資源）の活用で、定住者の利には結び付

きにくい。その他の施策も高齢者もしくは幼児の両親を

対象としたものばかりで、働く世代への施策がないよう

に思う。愛着醸成よりもコインランドリー、銭湯、茶道

体験等の無料開放の方が、まだありがたい。 

 創生総合戦略の策定に係るアンケートによると定住意向と宇

治への愛着は相関関係にあると考えられることから、宇治の魅力

の活用のほか、地域のつながりや、様々な市民・ＮＰＯをはじめ

とする各種団体の方の地域における主体的な活動を通じて、既に

宇治にお住いの方にも、改めて宇治の魅力を感じ、宇治への愛着

を感じていただくことにより、定住促進につながるものと考えて

います。 

また、定住促進にあたりましては、高齢者や子育て世代のみで

なく、すべての市民の方の豊かな暮らしの実現に向けて、スポー

ツを通じた健康増進、社会基盤の整備、市内産業の発展による多

様な働く場の創出などにも取り組み、定住促進を図っていきたい

と考えています。 

無 

１０ 全般 

「人口を増やしたい」のか「経済を安定させたい」の

か、どちらが一番大切な目標なのかをはっきりしていた

だきたい。人を増やすにはコストがより多くかかる（子

ども人口を増やしたいのであれば、養育費がかかるのは

当たり前）。経済発展なら人口の減でも高収入を促す市

政（地区によって保護やインフラ整備など）。どちらにし

たいかを市民と話し合う場所や機会がさらに増えてほ

しい。 

 今は市政と市民はへだたりが大きいと感じる。忙しい

働き方を求められている国民だからこそ、新しい市政へ

と変えていく、生き方改革になってしまいそうだが、市

政だけでなく市民も宇治市を創るということを共に行

いたいものだと思う。 

 創生総合戦略は、少子高齢化や人口減少、地域経済の縮小に歯

止めをかけ、各施策が相互に関連して、持続的なまちの発展につ

なげていくものと考えています。 

その実現に向けては、市民、事業者、ＮＰＯ法人等の団体など、

宇治に関わるすべての人々と情報共有し、参画・協働、パートナ

ーシップにより、取組を進めることが重要であると考え、創生総

合戦略の策定におきましては、市民懇談会の開催等を通じて意見

を幅広くお伺いしてきました。 

今後につきましても、総合計画をはじめ、まちづくりの基本と

なる計画につきましては、市民の方に参画・協働いただく中で策

定等を進めてまいりたいと考えています。 

無 
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１１ 全般 

「人口減少に歯止めをかける」ことは宇治市単独では

できない。できると考えているなら、時代認識に大きな

ずれがある。京都府の資料にもあるように、京都府の中

で宇治市は「成熟都市」と位置付けられている。人口減

少は時代の潮流として受け入れ、人口減少と少子高齢化

の年齢構成の変化に対応した施策をとるべきと考える。 

 国におきまして、人口減少とそれを加速させている東京一極集

中という構造的課題に対応するためには、国と地方公共団体の全

ての関係者が力を合わせて、取り組んでいく必要があるとされて

います。また、人口減少はその歯止めに時間を要し、歯止めをか

けたとしても一定の人口減少が進行していくと見込まれており、

今後の人口減少に適応した地域をつくる必要があるともされて

います。本市におきましても、人口減少等による地域経済の縮小

などに対応し、持続的に発展するまちとしていくため、人口減少

及び少子高齢社会への迅速かつ的確な対応を図ることを目的に、

目指す人口ビジョン、第２期創生総合戦略を策定し、国、京都府

の創生総合戦略と連携を図りながら、本市の特色を活かした施策

に取り組むこととしています。 

無 

１２ 全般 

子どもの数を増やすには、生活の費用を応援すること

が必要。保育所、小学校、中学校、高校、大学、子を守

るため、母親を守るため、父親の仕事も豊かになるよう、

支援してほしい。高齢者は、皆、応援していきたい。 

子育て世代への本市への移住・定住につなげていくためには、

本市で結婚・出産・子育てをしたい思えるイメージの形成とそれ

らの実現に向け、若者の安定的な雇用の確保を図り、子育てを担

う若者が安心して希望する出産・育児を行う事ができる環境づく

りに取り組むことが重要であると考えています。 

 また、高齢になっても健康で生きがいを持って暮らすことは、

まちの活力にもつながるため、健康長寿日本一に向けた取組も推

進するとしています。 

無 

１３ (２) 

障害者支援の仕事をしている。彼等の生きにくさ、障

害を持たれている方に対しての理解の低さを日々痛感

している。人口減少傾向の中、高齢化の中、もっと障害

についても発信していってもらいたいと思う（福祉＝高

齢者という傾向になりがち）。地域に根付いた支援ので

きる体制が整っていけばいいなと思う。 

第２期創生総合戦略では、年齢、性別や障害の有無などに関わ

らず、誰もが居場所と役割を持ち、つながりを持って支え合う共

生社会づくりに向けた取組を推進することとしています。 

障害者の方などに関する施策につきましては、本市の総合計画

にも定めており、総合計画に基づき、施策を推進してまいりたい

と考えています。 

無 
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１４ (２) 

私は事故で先が見えないことがあった。仕事でめぐり

あった友に励まされ、今ではいろいろと活動できるよう

になった。今後もそのような社会が続くことを願う。 

第２期創生総合戦略でも、誰もが居場所と役割を持ち、つながりを

持って支え合う共生社会を築くことで、魅力ある宇治を築き、宇治に

住み続けたいという思いへとつなげていきたいと考えています。 

無 

１５ (２) 

あいさつ、笑顔、ハグし合うこと、健康が幸せであり、

今後も大切にしていきたい。 

誰もが健康で生き生きと暮らすことはまちの活力を生み出す

ことにつながると考えており、第２期創生総合戦略でも健康長寿

日本一を目指すとともに、様々な人々が共生する魅力あるふるさ

と宇治を築くことで、宇治に住み続けたいという思いの醸成へと

つながる施策に取り組むこととしています。 

無 

１６ (２) 

お茶と宇治のまち歴史公園の新設には大反対である。

この件について、計画の内容、予算の明細その他すべて

公表して、パブリックコメントを集めてほしい。市の財

政全体に大きく影響するものである。 

 （仮称）お茶と宇治のまち歴史公園の整備による新たな観光資

源の創出や宇治の歴史・文化・観光に関する情報発信等により、

宇治の魅力を深化させることで、宇治への新しい人の流れを定着

させ、交流人口の増加等を図ることとしています。 

 なお、計画の内容や事業費の推計など、ホームページに掲載を

しています。 

無 

１７ (２) 

社会教育に関する視点がありません。生涯学習とは別

に、地域に根ざした形を原点に返って考えてください。 

 社会教育につきましては、宇治市総合計画や宇治市教育振興基

本計画において取組を進めており、創生総合戦略の策定にあたり

ましては、人口減少及び少子高齢社会への迅速かつ的確な対応を

図るため、持続的に発展するまちを目指すことを目的に本市の特

色を活かした施策の実施に取り組むこととしています。 

無 

１８ (３) 

交通の項目には北陸新幹線が書かれていなかったが、

市長が誘致同盟の副会長になって積極的に進めておら

れたのに、なぜだろうと思った。この件にかかってくる

コストもあるはず。予算の内訳など、ここでは見えない

が、集中と選択方法について、暮らす人々の命を守るこ

とを最優先に考えていただきたいと強く思う。 

 北陸新幹線に係る計画・事業等については、現時点では詳細が

決定していないことから、掲載していません。 

無 

     



9 

 

     

１９ (４) 

宇治に「しごと」「ひと」の好循環をつくり、「人口減

少」に歯止めをかけるという目標に対して記載されてい

る既存の施策や企業誘致では、十分な効果をあげえない

のではないか。特に若い世代の就労を進めるためには、

もっと思い切った施策が必要と考える。例えば静岡で行

われているような「就労困難な若者」への寄り添い方の

支援の仕組みが必要である。 

 本市は、平成３０年度に宇治市産業戦略を策定し、宇治商工会

議所との連携により開設した産業支援拠点「宇治ＮＥＸＴ（ネク

スト）」において、市内事業者を支援し、競争力の強化を図るこ

と等により、市内の産業の活性化をより強力に図っていくことと

しています。 

若者の安定的な雇用につきましては、就業に必要な知識や技術

を習得するための研修やセミナーを実施するとともに、若者の雇

用の創出と拡充を促進し若い世代の就労支援の取組を進めてま

いります。 

 

無 

２０ (５) 

出生率を上げるための施策としてもっとも必要なの

は、「非正規雇用者の収入を正規職員並みに引き上げる

こと」と考える。国レベルの課題と考えられがちである

が、市民の理解を得て地方からも「声」を上げていくべ

きと考える。 

 雇用環境が結婚や出産に影響すると考えられることから、若い

世代の就労支援と結婚から子育てまでを支える体制の構築が必

要であると考えています。市としての必要な取組を検討しなが

ら、第２期創生総合戦略の施策を推進してまいります。 

無 

２１ (５) 

人口を増やす視点、持続可能な社会という視点、経済

効果、どれをとっても子育てしやすい自治体であること

が有効だと思う。そこで安心して生み育てられる…とい

うことが、人口の奪い合いでなく人口が増えていくベス

トな方法だと思う。 

 子育て世代の定住につなげていくためには、宇治で結婚、出産、

子育てしたいと思えるイメージの形成とそれらの実現に向けた

支援及び環境づくりが必要であると考えており、子育て世代のニ

ーズを把握する中で、その希望をかなえるまちの実現に向けて、

施策を推進してまいります。 

 

 

 

 

 

無 
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２２ (５) 

子育て、奨学金返還を社会的に援助する仕組みを具体

的につくって、宇治市に転入したくなるようにすること

が必要です。 

 地域で子育てを支える新しい仕組みづくりに取り組むととも

に、子育てを担う若者が安心して希望する出産・育児を行うこと

ができる環境を整備し、子育て世代の定住へとつなげていきたい

としています。 

 奨学金返還については、市として必要な取組を検討しながら、

取組を進めてまいります。 

有 

２３ 
その

他 

 全体的な流れで、「社会的共通資本」を民営化する動き

があり、危ういものを感じている。水道、インフラ、教

育など。民間企業がすべて悪いと思っているわけではな

いが、民営化はイコール私営化となり、やはり利益を上

げることでしか成り立たないベースがある。命を守る部

分が、コスト削減で切り捨てられる可能性を危惧してい

る。国の方針（地方分権等含め）の見直しを必要とする

ところもあるだろうし、市の事情はあると思うけれど、

どうなっていくのか心配なところである。 

 民営化・民間委託化につきましては、宇治市第７次行政改革実

施計画に基づき、取組を進めており、行政の責務を果たすことを

前提に、市民サービスの向上や経費削減、業務の効率化が図れる

ものを対象に検討することとしています。今後も宇治市第７次行

政改革実施計画に基づき、取組を進めてまいります。 無 

２４ 
その

他 

第２期創生総合戦略の中で、中学校給食をセンター方

式から親子方式に見直してほしい。 

 中学校給食につきましては、宇治市中学校給食基本構想に基づ

き、生徒の心身の健全な発達に資するため、取組を進めることと

しています。 

無 

２５ 
その

他 

パブリックコメントは、なるべく多くの市民に周知徹

底すべきものなのに、まるでおざなりで驚いている。特

に、今回は市政の根幹にかかわり、資料をよく読む必要

がある。市政だよりにもタイミングよく載せてほしい。

今後も注視している。 

 今回のパブリックコメントにつきましては、市政だより１月１

５日号及び宇治市ホームページへの掲載、市内の公共施設や行政

資料コーナー、行政経営課での配架により周知いたしました。市

民の方への情報提供につきましては、ＳＮＳの活用など様々な手

法を検討しながら、広く周知に努めてまいります。 

無 

 


